
救急科専門医のあり方

日本救急医学会専門医認定委員会
委員長 丸藤 哲

委員 青木 克憲、遠藤 裕、坂田 育弘、坂本 哲也、坂本 照夫、

定光 大海、田勢 長一郎、谷川 攻一、長尾 建、福田 充宏

－ワークショップ－
「救急医療におけるER部門（救急外来部門）、および救急科専門医のあり方について」

2010.2.22 東京



基本領域学会専門医数
日本外科学会 外科専門医 18.549 名

日本整形外科学会 整形外科専門医 16,889 名

日本内科学会 総合内科専門医 13,978 名

日本小児科学会 小児科専門医 13,521 名

日本産科婦人科学会 産婦人科専門医 12,050 名

日本眼科学会 眼科専門医 10,044 名

日本形成外科学会 形成外科専門医 1,731 名

日本耳鼻咽喉科学会 耳鼻咽喉科専門医 8,581 名

日本脳神経外科学会 脳神経外科専門医 6,881 名

日本泌尿器科学会 泌尿器科専門医 6,232 名

日本麻酔科学会 麻酔科専門医 6,209 名

日本皮膚科学会 皮膚科専門医 5,765 名

日本医学放射線学会 放射線科専門医 5,335 名

日本救急医学会 救急科専門医 2,851 名

日本病理学会 病理専門医 2,053 名

日本リハビリテーション医学会 リハビリテーション科専門医 1,698 名

日本臨床検査医学会 臨床検査専門医 586 名

日本精神神経学会 精神科専門医 0 名

社団法人日本専門医制評価・認定機構調べ 平成21年11月現在



救急科専門医

日本救急医学会会員 10,211名
救急科専門医 3,035名
日本救急医学会指導医 485名
救急科専門医指定施設 442施設

指導医指定施設 82施設

2010年1月現在



救急科専門医の現状

救急科専門医 3,035名
救命救急センター 221施設（平成21年）

救急科専門医数 734人
救命救急センターあたり 3.3人
救急科専門医2人以下 34％

救急告示病院 3,964施設（平成17年）

臨床研修指定病院 2,252施設（平成18年）



最近の合格者数と合格率

年度 合格者数 合格率（筆記） 合格率（全体）

平成16年度 186名 68% 58%

平成17年度 155名 64% 55%

平成18年度 117名 68% 46%

平成19年度 147名 72% 58%

平成20年度 187名 70% 62%

平成21年度 211名 71% 63%





















救急科専門医に必要な能力

救急科専門医には、軽症から重症にいたる多
様な救急患者に対して適切な診療を施すため
の総合的な能力と重症患者に対応する能力の
両者が求められる。

救急科専門医の取得は救命型救急医とER型

救急医を目指すいずれの医師にとっても、救
急医としての基本的能力を保証するスタート
地点と考える。





診療実績審査



平成21年度救急科専門医筆記試験問題

正答率 65.5% 識別指数 0.55



平成21年度救急科専門医筆記試験問題

正答率 83.8% 識別指数 0.43



救急勤務歴審査



他科ローテーションの問題点

ERおよびICUにおける研修のみでは不十分で
あり、後期臨床研修に他科ローテーションを
盛り込むことが望ましい。

他科ローテーション中は、救急兼任歴として、
救急勤務歴が最大で週2日（ローテーション
期間の1／3）までが加算されるだけである。

従って、他科ローテーションを盛り込むと申
請資格を満たすまでに4年以上を要すること
も多い。

救急勤務歴審査



専門医取得までの研修期間

ER検討特別委員会では、他科ローテーショ

ン期間の短縮は教育の質の確保に関わる根源
的な問題である一方、研修期間を4年以上と

することは後期臨床研修医の意欲を低下させ
る恐れがあるとしている。

上記の問題は、ER型救急医を目指す医師だ

けでなく、救命型救急医を目指す医師におけ
る外科、麻酔科などへの他科ローテーション
についても同じ問題となっている。

救急勤務歴審査



救急科専門医は共通の出発点

救急科専門医資格取得の段階でER型救急専
門医、救命型救急専門医などと区別するべき
ではなく両方の経験を求める必要があり、そ
れぞれに特化した専門医を目指すのであれば
救急科専門医資格取得後に更に高度の専門性
を求めて分化するべきである。

ER型、救命型に関わらず、2年間の他科ロー
テーションを行っても、4年間で救急科専門
医申請資格を与えることが望ましい。

救急勤務歴審査



今後の救急勤務歴のあり方

合同委員会は、救急科専門医申請資格
に関し、救急科専門医養成プログラム
と、それに所属する後期臨床研修医に
ついては事前登録制を採用し、プログ
ラムに従って計画的に研修した場合に
は他科ローテーション期間の5割（合計
最大1年間）を救急勤務歴として認める
ことについて、専門医認定委員会にお
いて検討すべきであると考える。

救急勤務歴審査



将来計画委員会・6委員会合同会議報告書「救急医療におけるER部門（救急外来部門）、および救急科専門医のあり方について」より

「３．救急科専門医資格」を抜粋

救急科専門医の医師像については2007年7月に本学会から公表された下記の内容が将来的にも適切であると判断し
これを踏襲する。
「救急科専門医は、病気、けが、やけどや中毒などによる急病の方を診療科に関係なく診療し、特に重症な場合に救
命救急処置、集中治療を行うことを専門とします。病気やけがの種類、治療の経過に応じて、適切な診療科と連携し
て診療に当たります。更に、救急医療の知識と技能を生かし、救急医療制度、メディカルコントロール体制や災害医
療に指導的立場を発揮します」というものである。

上記の「診療科に関係なく診療」するということは、軽症から重症にいたる多様な救急患者に対して適切な診療を
施すための総合的な能力を意味する。救急科専門医には、この能力と重症患者に対応する能力の両者が求められる。
救急科専門医の取得は救命型救急医とER型救急医を目指すいずれの医師にとっても、救急医としての基本的能力を保
証するスタート地点と考える。従って、上記カテゴリAのみでなく、D、B、E、Cの分野での臨床経験と技量が全ての
救急科専門医に求められる。

このような臨床経験を効果的に得るためには、ERおよびICUにおける研修のみでは不十分であり、後期臨床研修に
他科ローテーションを盛り込むことが望ましい。しかし、2011年以降の救急科専門医申請資格でも、救急勤務歴3年
（うち救急専従歴1年）が必要であり、他科ローテーション中は、当直などによる救急兼任歴として、救急勤務歴が
最大で週2日（ローテーション期間の1／3）までが加算されるだけである。従って、他科ローテーションを盛り込む
と申請資格を満たすまでに4年以上を要することも多い。

ER検討特別委員会が作成したER型救急医・後期臨床研修モデルプログラムでは研修期間として4年間を設定し、こ
のうちおおむね2年間を救急専従期間、おおむね2年間を他科ローテーションによる研修期間と規定している。ロー
テーション期間2年間は設立当初の米国における救急医学研修プログラムにおけるローテーション期間に準じて設定
されている。

同委員会では、他科ローテーション期間の短縮は教育の質の確保に関わる根源的な問題である一方、研修期間を4
年以上とすることは後期臨床研修医の意欲を低下させる恐れがあるとしている。

上記の問題は、ER型救急医を目指す医師だけでなく、救命型救急医を目指す医師における外科、麻酔科などへの他
科ローテーションについても同じ問題となっている。

一方、救急科専門医資格取得の段階でER型救急専門医、救命型救急専門医などと区別するべきではなく両方の経験
を求める必要があり、それぞれに特化した専門医を目指すのであれば救急科専門医資格取得後に更に高度の専門性を
求めて分化するべきである。従って、ER型、救命型に関わらず、2年間の他科ローテーションを行っても、4年間で救
急科専門医申請資格を与えることが望ましい。

合同委員会は、救急科専門医申請資格に関し、救急科専門医養成プログラムと、それに所属する後期臨床研修医に
ついては事前登録制を採用し、プログラムに従って計画的に研修した場合には他科ローテーション期間の5割（合計
最大1年間）を救急勤務歴として認めることについて、専門医認定委員会において検討すべきであると考える。
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